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食物アレルギー患者の家族における食品購買行動と

食品の情報提供に関する実態調査結果について
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目的; 食物アレルギーの実態調査について, 医療機関に来院した患者の原因物質等に関する調査は行われている

が, 患者家族の食品の購買行動に着目した実態調査は充分には行われていないので, その実態を調査した.

方法; 全国的な食物アレルギーの患者会の協力を得て, 会員家族1510家 族に対して, 郵送による 「食物アレルギー

発症回避のためのアンケー ト調査」を実施し, 878家 族, 計1, 383名 (内アナフィラキシー経験者402名)

の回答が得られた.

結果; 食品の購入先は, 「生協」「スーパー」, 「自然食品店」の順である.99%の 家族では, 食品購入時に表示を

確認している.「可能性表示」がなされた場合には, 原材料に含まれているものと解釈され, 購入を回避す

る可能性があると推察された.

患者家族は, 表示内容からその食品中に含まれる食物抗原量を推定し, 食品を選択しているが, その情報

提供の機会や内容は十分ではないと考えており, 今後, インターネットの活用など,表 示以外の方法を用

いて, より詳細な原材料等の情報提供を必要としている.

はじめに

われわれは, 「食物アレルギー発症回避のためのアン

ケー ト結果」1)において, 患者側の立場から, その原

因食品の販売形態や発生場所等についての実態を報告

した.今 回, アレルギーの会全国連絡会などの患者団

体の協力を得て, 食物アレルギー患者及び食物アレル

ギー患者の子を持つ家族の食品の購買行動や必要とす

る情報の収集方法等についての実態調査を行い, 主に

食物アレルギーの子供の親から回答が得られた.彼 ら

がより安全に食品を購買するために必要な情報等を検

討することは, 今後の食物アレルギーによる種々の誘

発症状を予防 ・回避する上で大変有効であると考えら

れる.

方 法

食物アレルギーの全国的な患者団体である 「アレル

ギーの会全国連絡会」の会員1510家 族を対象に, 「食

物アレルギー発症回避のためのアンケー ト調査」を郵

送し, 「食物アレルギー患者の家族における食品購賀行

動に関する実態調査」を実施した.

 調査内容は, 以下の2つ より構成される.

1)患 者家族における食品購買行動に関する実態調査

 患者家族の食品の購買行動と食品購入時に必要な情

報内容やその情報収集方法等を検討するため, 以下の

質問を行った.

(1) 食品の購入場所

(2) 食品購入時の表示の確認

(3) 製造販売業者等への問い合わせ経験

(4) 食品選択が可能となると考えられる表示以外の情

報収集手段とその内容

(5) 食物アレルギーの情報を得る機会に対する満足度

(6) 食物アレルギーに関する主な情報源

さらに, 今後の食物アレルギーの発症を防止するた

めには, 食物アレルギー患者のみならず, 周囲の関係

者(教 職員, 養護教諭, 学校栄養職員, 保健関係者
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(保健 所や保健センターの保健師, 栄養 士, 食 品衛生

監視員 など))の 理解が必要であることか ら, それ ら

の人々の理解度 を把握 し, 関係者が知ってお くべき内

容を調査 した.

2) 表 示制度 と購買行動の関係について

平成13年4月 より実施 されているアレルギー表示に

よる購買行動の変化 を検討す るため, 以 下の内容の質

問を行った.

(1) アレル ギー表示の周知度 ・理解度

(2) アレル ギー表示 の効果

(3) 表示 内容の充実による食品の価格設定の変更 と購

買行動 についての関係

(4) 食品 の購入 を回避す る表示内容

(5) 食品選択が可能 とな る表示内容

結 果

1.「 食物 ア レル ギー発症 回避 のための アンケ-ト 調

査 (患者 家族用)」 に対する回答状況

アンケー トには, 計878家 族 (回収 率58.1%, 878家

族/1510家 族)が 回答 した.

2. 患者 家族における食品購買行動に関する実態調査

(1) 食 品の購入先 (図1) (複数 回答)

食物ア レルギー患者 を抱 える家族の食品の購入先

では, 「生協」481家 族(54.8%)が 最 も多 く, 次 い

で 「スーパー」(262家 族, 29.8%)や, 「自然食 品

店」(202家 族, 23.0%)の 順 であり, そ の他 「小売

店(市 場 など)」(21家 族, 2.4%)や 「デパー ト」(7

家族, 0.8%), 「コ ンビニ」(3家 族, 0.3%)と なっ

ている.

(2) 食 品購入時の表示の確認 (単 一回答)(図2)

「よ く見る」(801家 族, 91.2%), 「ま あまあ見る」

(68家 族, 7.7%), 「あま り見ない」(7家 族, 0.80%)

とほ とん どの家族は表示 を確認 した上で食品を購入

している.

(3) 表 示 内容の充実による食品の価格設定の変更 と購

買行動についての関係 (単一回答) (図3)

患者 家族が望む形で現行より詳細なア レルギー表

示 を行 った場合 には, コス トと販売価格 の上昇が考

 え られ るが, 表示が充実すれば 「必ず購入する」(324

家族, 36.9%), 「購入 しない」(5家 族, 0.6%), 「値

段 による」(458家 族52.2%), 「分 か らない」(77家

族, 8.8%)と なってお り, 表 示の充実が購i買行動に

つながるもの と考えられた.

(4) 食 品 の購入 を回避する表示 内容(複 数: 回答)(図4)

 注 意喚起に様々な表現 を用いて患者家族の購買行

動を調査 した ところ, 「原材料欄にア レルギー物質の

記載がある」, 「ア レル ギー物質使用の旨の注意喚起」,

 「ア レルギー物質が微量に使用されている旨の注意

喚起」, 「アレル ギー物質が入っているか もしれない

 旨の注意喚起」では, い ずれ も80%以 上 の家族が購

図1.食 品の購入先 (複数回答)
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図2. 食品購入時の表示の確認 (単一回答) 図3. 表示内容の充実による食品の価格設定の変更と

 購買行動についての関係 (単一回答)

図4. 食品の購入を回避する表示内容 (複数回答)

原材料表示欄にア レルギー物質の記載がある

ア レルギー物質使用 の旨の注意喚起(例: この 製

品には卵 ・乳を使っています)

ア レル ギー物質が微量 に使用されている旨の注意

喚起 (例: この 製品には卵 ・乳を微量使用 してい

ます)

ア レル ギー物質が入っているかも しれない旨の注

意喚起 (例: この 製品には卵 ・乳が含まれ ている

か もしれません)

ア レルギー物質が同 じライ ンで使用 されている旨

の注意喚起 (例: この製 品製造 と同 じ製造ライン

で卵、 乳が使用 されています)

ア レル ギー物質が同 じ工場で使用されている旨の

注意喚起 (例: この製品製造 と同 じ工場で卵、 乳

が使用 された製品がつ くられています)

ア レルギー物質が異 なるライ ンで使用 されている

旨の注意喚起 (例: この 製品製造 と同 じ工場内

の異な る製造ライ ンで卵が使用 されています)

ア レル ギー物質が混入 していることを完全 に否定

できない旨の注意喚起 (例: この製 品には卵が含

まれ ている可能性 を否定できません)
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入 しない と回答 している.さ らに, 「ア レル ギー物

質が混入 していることを完全 に否定できない 旨の注

意喚起」では, 644家 族(73.3%)が 食 品を購i入して

いないことか ら, 「可能性表示」は, 原 材料 に含 む

旨の表示 と同程度 に, 患 者家族が購入 を避ける傾向

にあることが判明 した.

また, 「ア レルギー物質が同 じラインで使用 されて

 い る旨の注意喚起」では, 548家 族(62.4%)は, そ

の食品を購入 しないが, 「ア レルギー物質が同 じ工場

で使用されている旨の注意喚起」(294家 族, 33.5%)

や, 「ア レルギー物質が異なるライ ンで使用 されてい

る旨の注意喚起」(191家 族, 21.8%)で は, 食 品 の

購入 を避ける家族 は少なく, 製造状況についての詳

細な情報提供は, 食 物アレルギー患者の食品選択の

幅を広める可能性 があると考 えられる.

(5) 製 造販売業者等への問い合わせ経験の有無(単 一

回答)と その内容 (図5)

 問 い合わせ経験が 「ない」家族は299家 族(34.1%)

であ り, 残 り579家 族 (65.9%) が問 い合わせを行っ

ている.

 問 い合わせ 内容(複 数 回答)で は, 「詳 細な使用

原材料」(454件, 51.7%), 「自分や家族 の食物アレ

ルギーの原因 となる物質がその製品に含 まれている

図5.問 い合わせ経験の有無 (ありの場合はその内容)

(1) 問い合わせ経験の有無 (単一回答)

(2) 問 い合わせ内容 (複数回答)

詳細な使用原材料

自分や家族の食物アレルギーの原因となる物質
がその製品に含まれているか否か

詳細な使用調味料

表示と事実との確認

使用添加物の詳細

しき油、型油、揚げ油の詳細

専用ラインでの製品かどうか

同じ機械や器具で製造した製品やその原材料

原材料使用量

同一工場で作られている製品やその原材料

製造方法 (加熱の有無、温度、期間)

アレルギー検査済みかどうか

その他
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か否か」(378家 族, 43.1%), 「詳 細な使用調味料」

(200家 族, 22.8%), 「表 示 と事実との確認(188家

族, 21.4%), 「使 用添加物の詳細」(180家 族, 20.5%)

の1頂になってい る.

一方, 問い 合わせ経験が 「ない」299家 族 に, そ

の理由(複 数 回答)を 調べた ところ, 「分 か らない

(不安 な もの)は 買わない」(246家 族, 82.2%), 

 「面倒 くさい」(36家 族, 12.0%), 「自分で調べる」(32

家族, 10.7%)の 順 になっている.

(6) 食 品選択が可能になる と考えられ る表示以外の情

報収集手段 とその内容 (複数: 回答)

表示以外の情報収集手段 としては, 「フ リー ダイヤ

ルで の食物ア レル ギー専用相談窓 口」(571家 族, 

65.0%)や, 「食 物アレル ギー専用相談窓 口」(411家

族, 46.8%)が, 「フ リーダイヤルでの相談窓 口」(252

家 族, 28.7%)や, 「電 話相談窓口」(135家 族, 15.4%)

よ りも多 く, 食 物ア レルギー専門の相談窓 口の設置

が望まれていることが伺 われる.ま た, イ ンターネ ッ

トの普及に伴い, 「ホームページ」(244家 族, 27.8%)

や 「メール対応 」(167家 族, 19.0%)を 希望する家

族もそれぞれ20%前 後存在 している.

ま た, 収集 す る情報の内容 については, 「詳細 な

使用原材料」(620家 族, 70.6%), 「自分や家族の食

物ア レルギーの原因 となる物質がその製品に含まれ

ているか否か」(571家 族, 65.0%), 「使 用添加物の

詳細」(506家 族, 57.6%), 「詳細 な使用調味料」(485

家族, 55.2%)の 順 になっている.

(7) 食 物 アレルギーの情報を得 る機会に対す る満足度

(単一回答)

「食物ア レル ギーの情報 を得る機会が十分だと思

うか」との問に対 しては, 「かな りそ う思 う」(14家

族, 1.6%), 「ま あまあそ う思 う」(212家 族, 24.1%), 

「あま りそ うも思わない」(474家 族, 54.0%), 「そ

う思わない」(172家 族, 19.6%)と な ってお り, 7

割 以上の家族が情報を得る機会が十分ではないと考

 えている.

(8) 食物 アレルギーに関する主な情報源 (複数回答)

(図6)

食物 ア レルギーに関する主な情報源は, 「患者会か

らの情報(勉 強会, ニ ュースレター等)」(739家 族, 

84.1%), 「食物ア レルギーにっいて書かれた本」(648

家 族, 73.8%), 「かか りっけの病院 ・医院(病 院ス

タッフ)」(462家 族, 52.6%)が, 「身 近にいる患者

会以外 の食物ア レルギーをもっ人(家 族 を含む)」

 (272家 族, 31.0%), 「イ ンターネ ッ ト」(138家 族, 

15.7%)等 の その他 の情報源 に比べて多くなってい

る.

図6. 食物アレルギ-に 関する主な情報源(複 数回答)

患者会からの情報 (勉強会、 ニューズレター-等)

食物アレルギーについて書かれた本

かかりつけの病院 ・医院(病 院スタッフ)

身 近にいる患者会以外の食物アレルギーをもつ人

(家族を含む)

インターネ ット

テ レビ

生協

一般の雑誌

その他
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(9) 食物アレルギー患者を取り巻 く関係者の理解度

(単一回答) と今後知ってもらいたい内容 (複数回

答)に ついて (図7)

95%以 上の家族は, 学校における食物アレルギー

に関する教育が必要としている. また, 教職員, 食

品製造業者, 保健関係者の理解度が低いと考えてい

る.

さらに, 教職員, 保健関係者, 食品製造販売業者, 

食物アレルギー患者やその家族に対 して, 「食物アレ

ルギーについて(機 序, 症状, どのような人に起こ

 るか)」や, 「仕事上できること(配 慮すること)」

などの食物アレルギー患者の実態に関する情報の提

供が必要だと考えており, 特に, 教職員や保健関係

者, 患者家族に対しては, 身近で食物アレルギーが

発生 した場合の対応も必要となることから, 「食物ア

レルギー発症の際の対処方法」を知っておくべきと

す る意見が強 く見 られた.

2. 食物 ア レルギーの食品表示制度について

(1) ア レルギー表示の周知度 と理解度 (単一回答)

ア レルギー表示制度の存在 は, 93.3%の 家族には

知 られているが, 6.7%の 家 族には知 られていない.

具体的なア レルギー表示の読み方の理解度は, 「十

分できている」(33家 族, 3.8%), 「ま あまあできて

いると思 う」(443家 族, 50.5%), 「あま りできてい

ない と思 う」(336家 族, 38.2%), 「ほ とん どできて

いないと思 う」(63家 族, 7.2%)と な ってお り, 約

半数の家族には理解が得られている.

さらに, 食 物 ア レルギーを誘発することが知 られ

ている物質でも, 食 品衛生法による表示対象となっ

図7. 食物 ア レルギ-を 取 り巻 く人々に知ってもらいたい内容 (複数回答)
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ていない物質があることや, 食 品の主な原材料以外

の原材料は, JAS法 に より表示が省略 され ることに

ついては, 「知っていた」(350家 族, 39.8%), 「知 ら

なかった」(523家 族, 59.6%)と, 約6割 の家族 に

は理解 されていない とい う結果になった.

(2) ア レルギー表示の効果(単 一回答)

ア レルギー表示が開始 された ことによる食品の選

択の しやす さにっい ては, 「よく選択 できるように

なった」(59家 族, 6.7%), 「ま あまあ選択できるよ

うになった」(498家 族, 56.7%), 「変化な し」(287

家 族, 32.7%), 「あ ま り選択できな くなった」(19家

族, 2.2%), 「ほ とん ど選択できなくなった」(4家 族, 

0.5%)と な ってお り, 約65%の 方 が表示制度導入の

効果があった と考えている.

(3) 食 品選択が可能 となる表示内容(複 数回答)

現在のアレルギー表示 を更に分か りやす く, 患者

や家族が食品の選択 をしやす くするために必要 と思

われる表示内容 としては, 「(現在の表示対象である)

24品 目以外にア レルゲンとなり得 る原材料」の表示

(570家 族, 64.9%)が 最 も多く, 次 いで 「現行以上

の原材料の詳細」(485家 族, 55.2%), 「欄外 に使用

アレル ゲンが使用 されている旨の注意喚趣(414家

族, 47.2%), 「専 用ライ ン製造か否か」(393家 族, 

44.8%)の 順 になっている.

考 察

今回, 食 物ア レルギーの患者家族の食品購買行動に

着 目した調査を行った.

平成13年4, 月の食品衛生法 関係法令 の改正によ り2),

ア レルギー物質を含む旨の表示制度が開始 され, 現在

の食品表示には, 様 々な表現で, ア レルギー物質が含

まれる旨が表示 されている. 今 回, そ の表現の違いに

よる食品の購買行動の変化を観察 した ところ, 「原材料

欄への記載」, 「使用の旨」, 「微量に使用 されている旨」,

「入っているかもしれない旨」のいずれの表現であっ

ても, 食 品を購入 しないことか ら, 患者やその家族に

とっては同 じよ うに理解 されているものと考えられる.

特 に 「入 っているか もしれ ない」とい う表現は, 「原

材料欄への記載」, 「使用の 旨」, 「微量に使用 されてい

る旨」の表現 と同様に, 患 者やその家族には 「入 って

いる」 と同 じ意味で取 られているもの と考えられ る.

しかしその一方で, 製造状況に関する注意喚起では, 

「同一ライン」での製造は, 「同一工場内」や 「別ラ

イン」での製造に比較して食品を購入 しない傾向が強

い.こ のことから, 製造状況の違いにより食品中に混

入するアレルギー物質の量に差が生じることを, 患者

やその家族が経験等により学習していることが考えら

れる.こ れら2つ の注意喚起に対する表示内容に関す

る調査結果から, アレルギー物質が含まれる旨の表現

方法の違いよりも, 製造状況に関する情報が患者やそ

の家族の購買行動に大きな影響を与えていることが考

えられる.

現在, 約65%の 患者家族は, 製造販売業者等への問

い合わせ経験があり, その内容 としては, 「詳細な使

用原材料」, 「自分や家族の食物アレルギーの原因とな

る物質がその製品に含まれているか否か」, 「詳細な使

用調味料」, 「使用添加物の詳細」の順になっている.

また 「表示以外の情報収集手段」により入手する内容

としては, 「詳細な使用原材料」, 「自分や家族の食物

アレルギーの原因となる物質がその製品に含まれてい

るか否か」, 「使用添加物の詳細」, 「詳細な使用調味料」

の順になっており, 患者が必要とする情報は, 「表示」

と 「表ボ以外の情報入手手段」では, 大きな差異はな

いものと考えられる.現 在の表示制度では, 省略する

ことが可能な食品の原材料の存在2)を, 約6割 の家族

は理解 していないが, 患者家族の問い合わせ内容は, 

その省略されている部分である.今 後, 現在省略され

ている原材料や添加物, 調味料等の詳細な情報が表示

されることとなれば, 患者やその家族は, 製造販売業

者等への問い合わせの必要性が低下し, 普段の食品の

選択が容易になると考えられる.

 「詳細な使用原材料」, 「自分や家族の食物アレルギー

の原因となる物質がその製品に含まれているか否か」, 

「詳細な使用調味料」, 「使用添加物の詳細」など, 患

者やその家族が必要とする情報が食品に表示 された場

合, 食品事業者にとっては, それらの原材料等を詳細

に調査し, 食品に表示するためには容器包装のデザイ

ン等を改版するコス トが必要となり, それが販売価格

の上昇につながるものと考えられる.し かしながら, 

表示の充実に伴い販売価格が上昇した場合, 「購入しな

い」とする家族は0.6%と 極めて少なく, 「必ず購入す

る」, 「値段による」と回答した患者家族が約90%と

なっている.患 者家族の93.3%が アレルギー表示の制

度を知っており, 99%以 上が食品の購入に際しては, 

表示を確認していることも考慮した場合, 食物アレル
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ギーによる種々の誘発症状を予防 ・回避するために, 

表示が充実され, それに伴い価格が上昇することに対

しては, 一定の理解が得られているものと考えられる

 これ らの食物アレルギー患者の食物アレルギーによ

る種々の誘発症状を予防するためには, 患者やその家

族だけの努力のみでは不十分である.患 者やその家族

はもちろんのこと, 食品を提供する製造販売業者, そ

れを指導する保健関係者のみならず, 患者ではない一

般の人々が食物アレルギーに対する理解を深めること

が必要である.今 回の調査では, 患者家族は, 特に教

職員及び食品製造業者, 保健関係者の食物アレルギー

に対する理解が低いと考えており, 今後こうした関係

者に対する食物アレルギーの理解を深めることが, 食

物アレルギー対策を進めていく上で重要と考えられる

しかし, 患者家族においても, 食物アレルギーに関す

る情報を患者会, 書物, 病院等を主な情報入手経路と

してお り, 「情報入手の機会が少ない」と感 じている

ことから, それ以外の人々にとっては, さらにその情

報の入手は困難なものと考案され, その結果として, 

患者家族の95%以 上が 「学校における教育が必要」と

回答するに至ったものと考えられる.教 職員の食物ア

レルギーに対する理解が低いと考えられている要因の

一つとして, 現在の学校における食物アレルギーの理

解を深める教育が十分に行われていないことが考えら

れる.患 者の家族は, 「食物アレルギーについて(機 序

症状, どのように人に起こるのか)」や, 「仕事上でき

ること(配 慮すること)」を, 学校での教育や, 教職員

保健関係者, 食品製造販売業者に対する教育の中で取

り入れる必要があると考えているが, これは, 今後の

食物アレルギーによる種々の誘発症状を予防するため

には, 食物アレルギー患者やその家族だけでなく, 食

物アレルギー患者に関わる多くの人々の理解を高める

ことが重要であると認識 している結果と思われる.

 おわりに

 近年, 食物アレルギー患者の増加が指摘されている

が3～8), その症状の重症度は, 患者によって大きく異

なり, 病院を受診 していないケースも考えられる.今

回の調査では, 患者会の協力を得て, 実際の患者家族

の食品の購買行動の実態を調査できたことは, 大変意

義のあることである.今 後, より実態に即 した調査を

行い, 食物アレルギー患者の食物アレルギー発症のリ

スク軽減に繋げて行くことが必要である.
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ABSTRACT

Objective:

Studies have been conducted about the allergens that led to hospitalization, but field surveys have not been

conducted thoroughly focusing on the patients' behaviour. Therefore, in order to illustrate the buyers' behaviour in

food allergies patients' families.

Method:

With the collaboration of nationwide patients associations for food allergies, a questionnaire survey, involving

1, 510 member families for the prevention of food allergies was carried out by mail. The survey inquired about the

type of offending foods that are responsible for food allergies, the place of onset, the treatment methodologies and the

degree of understanding of allergy indicators, etc. The questionnaire gathered the responses of 878 families, 1383

patients (including 402 patients with a history of anaphylactic shock). 
Results summary:

The food suppliers of the families of patients affected by food allergies were mostly co-ops, supermarkets and

natural-food stores. When buying food, about 99% of families checked the labelling, and "may contain" list of allergens

in the product. If these families found an allergen in the ingredients, they rejected the product. Those families choose

food based on this information, but they thought that the chances of access to information about food allergies were

very few. Therefore, in the future, it will be necessary to provide information regarding food allergies at the locations

where sales of these alimentary products are carried out, on the inter-net.


